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CLT大臣認定制度の運用規準 

 
一般社団法人日本CLT協会 

１．制度の概要  

１．１ 制度の目的 

 CLT大臣認定制度（以下「本制度」とする）は、一般社団法人日本CLT協会（以下「当協会」とする）

が取得したCLTを用いた建築物に適用される大臣認定等（以下「CLT大臣認定」とする）を使用する建

築物の設計・工事において、法令の要求する性能を適正に発揮されるために、正しい設計、適切な工事、

品質の確保を指導し、適切に実施されることを目的とする。 

 本制度の運用は「CLT大臣認定制度の運用規準」（以下「本規準」とする）に基づいて行う。 

 

１．２ 制度の適用範囲 

 本制度の適用範囲は、次の通りとする。なお、CLT 大臣認定とその他の認定が混在した建築物につい

ては、本規準によるとともに、設計者の責任において特定行政庁または指定確認検査機関と事前に協議

されたい。 

（１）CLT大臣認定を用いたCLTパネル工法建築物（部分的に用いる場合も含む） 

（２）CLT大臣認定を用いたその他の建築物（部分的に用いる場合も含む） 

  

１．３ 制度の実施内容 

 本制度は、CLT大臣認定を利用する建築物1棟ごとに後述する「認定監理者」「認定検査員」を設け、

監理・検査を行う制度である。1つの棟に対して同一の人物が「認定監理者」と「認定検査員」を兼任

すること、「認定検査員」と工事担当者を兼任することは不可とする。 

 本制度を適用せず、当協会に無断でCLT大臣認定を使用することは認めない。 

 

 

１．４ CLT 大臣認定の種類（詳細は別表に記す） 

 CLT大臣認定の種類は次の通りとする。 

（１）防火構造仕様 

（２）界壁遮音構造仕様 

 

１．５ 制度の運営 

 本制度の運営にあたり、「CLT大臣認定制度運営委員会」（以下「運営委員会」とする）を設置し、

次の事項について業務を行う。 

（１）技術指導内容の決定・見直し 

（２）認定監理者及び認定検査員の養成のための講習会（認定監理技術者講習会）の内容、日時および

場所の決定 

（３）認定監理者及び認定検査員の登録管理・抹消 

（４）CLT 大臣認定採用物件数の管理 

（５）制度運用において発生した事項の判断・対処 

（６）その他運営委員会において判断が必要である事項 

 

２．制度の利用 

２．１ 制度を利用できる者 

 本制度を利用できる者は、当協会が定める「認定監理者」または「認定検査員」の有資格者であり、

本規準に則ってCLT大臣認定を使用するものに限定する。 

 「認定監理者」または「認定検査員」の概要について下表に示す。 
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資格正式名称 CLT認定仕様設計･工事監理者 CLT認定仕様検査員 

資格略称 認定監理者 認定検査員 

資格が付与・更新される講習会 認定監理技術者講習会（年1回開催） 

講習会受講対象者 だれでも受講可能。ただし、資格登録希望者は資格登録要件を満たすこと 

資格登録 

要件 

（①から

③を満た

すこと） 

①建築の実務経験 ５年以上 ３年以上 

②資格免許 

（いずれか1つ以

上を有している

事） 

・ 一級建築士 

・ 二級建築士 

・ 木造建築士 

・ 一級建築施工管理技士 

・ 二級建築施工管理技士 

（仕上げのみは不可） 

・ 一級建築士 

・ 二級建築士 

・ 木造建築士 

・ 一級建築施工管理技士 

・ 二級建築施工管理技士 

（仕上げのみは不可） 

③その他 特に無し 

初回登録時：特に無し 

登録の更新時：当協会の正会員企業また

は賛助会員企業の構成員であること 

登録有効期限 講習受講後３年間 

 

 

（１）CLT認定仕様設計･工事監理者（略称「認定監理者」） 

 主に設計者（および工事監理者）であり、当協会が主催する「認定監理技術者講習会」を受講し、「CLT

認定仕様設計･工事監理者」の資格を有するものである（ただし、該当する建物において、認定監理者

と後述する認定検査員を兼任することはできない）。 

 設計または工事監理を行うにあたっては「CLT認定仕様設計･工事監理者登録証」を携帯し、責任を

もってその業務を遂行しなければならない。 

 

（２）CLT認定仕様検査員（略称「認定検査員」） 

 建築物における大臣認定を使用した部位の工事検査員であり、当協会が主催する「認定監理技術者講

習会」を受講し、「CLT認定仕様検査員」の資格を有するものである（ただし、該当の建物において、

工事担当と認定検査員を兼ねることはできない）。 

 該当部位の工事検査にあっては、「CLT認定仕様検査員登録証」を携帯して行い、検査終了後に認定

監理者へ報告する。 

 

（３）自社に「認定監理者」または「認定検査員」がいない場合の対応 

 自社に「認定監理者」または「認定検査員」がいない場合、社外の有資格者に対して業務を委託する

ことができる。 
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 設計担当者、認定監理者、工事担当者および認定検査員の兼任できる範囲の例を次に示す（Ｂ氏が認

定監理者および認定検査員の資格を有し、Ｄ氏が認定検査員の資格を有している場合）。 

 
設計担当者 認定監理者 工事担当者 認定検査員 兼任の可不可 

例１ ○○設計／Ａ氏 ○○設計／Ｂ氏 △工務店／Ｃ氏 △工務店／Ｄ氏 可（それぞれの

業務を別の人物

が担う場合） 

例２ □事務所／Ｅ氏 ○○設計／Ｂ氏 ××建設／Ｆ氏 △工務店／Ｄ氏 可（有資格者業

務を他社へ委託

することは可） 

 

例３ ○○設計／Ｂ氏 

同 

○○設計／Ｂ氏 

同 

△工務店／Ｃ氏 △工務店／Ｄ氏 可（設計担当者

と認定監理者は

同一でもよい） 

例４ ○○設計／Ａ氏 ○○設計／Ｂ氏 

同 

△工務店／Ｃ氏 ○○設計／Ｂ氏 

同 

不可（認定監理

者と認定検査員

が同一のため） 

例５ ○○設計／Ａ氏 ○○設計／Ｂ氏 △工務店／Ｄ氏 

同 

△工務店／Ｄ氏 

同 

不可（工事担当

者と認定検査員

が同一のため） 

 

２．２ 制度の利用資格の取得・登録・抹消 

（１）資格取得の要件 

 「認定監理者」及び「認定検査員」の資格は、当協会が指定する「認定監理技術者講習会」を受講し、

登録要件を満たしたものに付与する。付与した資格は当協会の事務局で登録し、運営委員会で管理する。 

 

（２）資格の有効期限・更新 

 「認定監理者」及び「認定検査員」の資格の登録有効期間は、資格取得年より 3 年後の9月末までと

する。登録を継続する場合は、登録有効期限が切れる前に「認定監理技術者講習会」を受講することで

資格の有効期間を延長することができる。 

 

（３）登録内容の変更・紛失 

登録証の記載事項に変更が生じたとき、または紛失若しくは毀損したときは、当協会に速やかに届け

出て再交付を受けなければならない。 

 

（４）資格の剥奪および登録の抹消 

 運営委員会は下記要件に抵触した「認定監理者」「認定検査員」に対し資格を剥奪することができる。 

 ①建築基準法、建築士法その他の法令に違反し、名前が公開された場合 

 ②本規律に違反した場合 

 

（５）認定検査員の資格取得者の転職（転籍） 

 認定検査員の資格取得者が当協会の会員ではない企業へ転職（転籍）した場合、資格有効期間内に転

職（転籍）先の企業が当協会に入会することで登録を更新することができる。 

 

（６）その他留意事項 

 当協会は、認定監理者および認定検査員に対して有効期限を記した登録証を発行する。登録証を他人

に貸与または譲渡してはならない。 
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３．制度の利用方法 

３．１ 制度利用の手順 

 制度利用の手順は、以下のとおりとする。 

工程                        認定監理者  認定検査員  協会 

（資格取得） 
講習会受講 → 審査・登録 

資格取得 ← 登録証 郵送 

設計 

使用承諾書申請書 

を協会へ郵送 

→ → → 確認 

 ← ← ← 使用承諾書等の郵送 

標準仕様書等の作成     

確認申請 確認済交付の報告 → → → 受理 

工事完了時 
 ← 工事検査報告   

工事完了報告 → → → 受理（保管） 

 

（１）認定監理者は、様式１の１「CLT大臣認定使用承諾申請書」に記入し、諸費用の振込領収書等を

添えて当協会宛に提出する（様式は当協会ホームページを参照のこと）。使用承諾申請書には、認定監

理者名、認定検査員名、工事名称、建設場所、建築確認申請先その他の所定事項を明記する。特に、認

定検査員については、原則として使用承諾申請の段階で決定し申請しなければならない。 

 

（２）承諾申請を受けた当協会は、申請内容を確認後、一棟毎に次の書類を申請者へ送付する。 

  ①様式１の２「CLT大臣認定使用承諾書」（以下「使用承諾書」正副 

  ②様式２  「CLT大臣認定仕様 建築確認・工事完了 報告書」（２部） 

  ③「CLT大臣認定仕様標準仕様書」（以下「標準仕様書」 

  ④「CLT大臣認定仕様標準詳細図」（以下「標準詳細図」 

  ⑤「防耐火・界壁遮音構造工事検査チェックリスト」 

  ⑥大臣認定書の写し 

 

（３）認定監理者は、標準仕様書、標準詳細図に基づき建築物等の設計（または設計内容の確認）を行

う。設計の内容が標準仕様書および標準詳細図の内容に合致していることを確認した後、前述の仕様書

および詳細図の表紙に記名、捺印をし、確認申請時に添えて提出する。 

 

（４）認定監理者は、建築確認済証の交付を受けた後、速やかに様式２「CLT大臣認定仕様 建築確認・

工事完了 報告書」に従い、建築確認番号、特定行政庁または指定確認検査機関名を当協会に報告する。 

 

（５）認定検査員は、設計図書に基づき、「防耐火・界壁遮音構造工事検査チェックリスト」を用いて

建築物に関わる工事施工内容を確認、検査する。（なお、特定行政庁または指定確認検査機関より建築

物に関わる施工状況報告の提出を求められた場合は、当該、検査チェックリストを工事監理報告書とし

て活用してもよい。） 

 

（６）認定監理者は、工事が完了し、認定検査員より工事内容の確認の報告を受けてから様式２「CLT

大臣認定仕様 建築確認・工事完了 報告書」を作成し、当協会に提出する。当協会はこれを受理する。 

 

（７）建築施工会社は、「防耐火・界壁遮音構造工事検査チェックリスト」を、認定監理者は工事検査

の記録を工事監理報告書として、建物竣工後から15年間保管するものとし、当協会は「使用承諾書」「確

認交付済書」「資格者リスト」等を15年間保管する。 

 

（８）認定監理者および認定検査員についての変更届は様式３を、登録証再交付申請書は様式４を使用

する。 

 

３．２ 認定監理者への注意事項 

１）認定監理者の資格登録について 
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 当協会は認定監理者の要請に応じて、認定監理者であることの証明書を発行する。 

なお、証明書は様式５を、証明書発行申請書は様式６を使用する。 

 

２）使用承諾申請書について 

 認定監理者は、CLT大臣認定を建物に使用する場合、必ず一棟ごとに様式１の１「大臣認定使用承諾

申請書」の発行を当協会に申請し、承諾を得なければならない。使用承諾申請者は認定監理者に限る。

認定検査員の決定は、使用承諾申請の段階で行い、申請しなければならない。 

 

３）建築確認申請時に用いる様式・添付資料 

 建築確認申請には、当協会が定めた「標準仕様書」および「標準詳細図」を用いることとし、様式１

の２「CLT大臣認定使用承諾書」の１部を添付することとする。 

 

４）当協会への建築確認済・工事完了の報告義務 

 認定監理者には建築確認済証の交付を受けた時と工事完了時、２度の報告義務がある。これらの報告

は同じ様式「CLT大臣認定仕様 建築確認・工事完了報告書」にて行う。 

 

５）建築主等へのCLT大臣認定使用についての説明 

 建築工事請負契約書または売買契約書には、使用承諾書およびCLT大臣認定の認定書の鑑を添付し、

建築主または購入者に対しCLT大臣認定の使用について当協会の承諾を得ていることを明らかにする

こと。 

 

６）設計図書の保管 

 設計図書（建築基準法第２条第１２号または建築士法第２条第２号に規定された設計図書をいう。）

には、認定書の写しを必ず添付し、行政機関等からの求めに応じて供覧できるよう保管するとともに、

住宅履歴情報としての活用に供することとする。 

 

７）その他注意事項 

（１）次の事項は認定監理者として行うこと。 

  ① 認定検査員による工事検査を実施するための手配・段取りをする。 

  ② 認定検査員より工事検査の記録を受け取り、検査の報告を受ける。 

  ③ 工事検査の記録を工事監理報告書として15年間保管する。 

  ④ 本認定を利用する場合、CLTパネルの製品規格の範囲（密度等）が定められており、製造会社

への発注には注意が必要である。 

（２）認定監理者の所属する会社が廃業、倒産等により業務を継続できなくなった場合は、当協会に連

絡することとする。 

（３）認定監理者として作業を行うにあたっては「CLT認定仕様設計・工事監理者登録証」（以下「監

理者登録証」という。）を携帯し、責任をもってその業務を遂行しなければならない。 

 

３．３ 認定検査員への注意事項 

１）検査の方法 

 （１）CLT大臣認定を用いる部位の工事検査は、認定検査員が行わなければならない。 

（２）認定検査員の資格を有していない者が、当協会の定める防耐火構造・界壁遮音構造の工事検査

を実施してはならない。よって、認定監理者の資格しか有していない者は防耐火構造・界壁遮

音構造の工事検査を実施してはならない。 

 （３）当該物件の工事担当者は認定検査員登録者であっても、当該物件の検査担当を兼ねることはで

きない。 

 （４）認定検査員は、「防耐火・界壁遮音構造工事検査チェックリスト」を用いて工事検査を行い、

「標準仕様書」および 「標準詳細図」のとおりに適正に施工されていることを確認し、その結

果を、当該物件を担当する認定監理者へ報告する。  

 （５）認定検査員として作業を行うにあたっては、「CLT認定仕様検査員登録証」（以下「検査員登

録証」という。）を携帯し、責任をもってその業務を遂行しなければならない。 
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 （６）認定検査員が実施した検査結果（「防耐火・界壁遮音構造工事検査チェックリスト」）は、当

協会の求めに応じて、認定監理者より提出しなければならない。 

 

２）検査の記録及び保管 

（１）建設工事会社は、検査結果（「防耐火・界壁遮音構造工事検査チェックリスト」）を住宅履歴、

工事記録等として保管しなければならない。  

（２）記録の保管は原則として建物引渡し後 15 年とする。 

（３）認定検査員の所属する会社が廃業、倒産等により業務を継続できなくなった場合は、当協会に連

絡することとする。 

 

４．諸費用（税込、送料込） 

大臣認定を用いたCLTパネル工法建築物 

に係る関係資料 

単位 正会員 賛 助 

会 員 

一般 

１．講習会受講料 ※1 １回 10,800 円 10,800 円 21,600 円 

２．認定監理者 登録料 ※1 

  認定検査員 登録料 ※1 

１件 

１件 

4,320 円 4,320 円 4,320 円 

３．CLTパネル工法大臣認定仕様 

  使用承諾書正副 ※2 

１部 5,400 円 10,800円 54,000 円 

４．大臣認定書の写し ※2 ２部    

５．防耐火構造・界壁遮音構造工事検査 

  チェックリスト※2 

１部 

６．CLT大臣認定 建築確認／工事完了 報告書※2 ２部 

７．建築物標準仕様書・建築物標準詳細図 ※2 １式 無料 1,620円 3,240 円 

８. 「CLT認定仕様設計・工事監理者登録証明書」 

  「CLT認定仕様検査員登録証明書」発行手数料※3 

１件 1,080 円 1,080円 2,160 円 

９．登録証明書の再交付手数料 ※3 １件 1,620 円 1,620円 3,240 円 

  「正会員」とは、当協会の会員であることを指す。 

  「賛助会員」とは、当協会の一般賛助会員であることを指す。 

  「一般」とは、「正会員」「賛助会員」以外を指す。 

   ※1は、認定監理者および認定検査員の資格登録に必要な費用。登録の更新時にも必要。 

   ※2は、CLT大臣認定を使用する場合に必要な費用。 

   ※3は、認定監理者および認定検査員の要望を受けて発行・交付する際に必要な費用。 

  

 

別表．CLT大臣認定の一覧 

 

CLTパネル工法防耐火構造認定 

部位 認定番号 認定年月日 構造方法の名称 

外壁 PC030BE-3655 平成29年3月1日 
窯業系サイディング・人造鉱物繊維

断熱材表張／直交集成板造外壁 

外壁 PC030BE-3658 平成29年3月8日 
木材・人造鉱物繊維断熱材表張／直

交集成板造外壁 

 

CLTパネル工法界壁遮音構造認定 

部位 認定番号 認定年月日 構造方法の名称 

間仕切壁 SOI-0188 平成28年3月30日 

人造鉱物繊維断熱材充てん／片面

せっこうボード重張／軽量鉄骨下

地(独立)／直交集成板間仕切壁 

間仕切壁 SOI-0189 平成28年3月30日 
人造鉱物繊維断熱材充てん／両面

直交集成板間仕切壁 
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